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二〇〇八年五月の台湾における政権交代によって中国国民党が与党となって以来、特に顕著なものとなっている。二〇〇八年六月には、凍結状態にあった海峡両岸関係協会 海峡交流基金会の両岸トップ会談が約一〇年ぶりに再開した。それ ともに、双方は中国共産党（共産党）と中国国民党（国民党）の政党間の交流等を通じて関係改善を進めつつある。二 〇九年七月二七日、中国共産党総書記の胡錦涛は、台湾において改めて次期国民党主席（党首）に選出された馬英九に対して祝電を送って「両 が両岸関係の平和的発展を引き続き推進して、政治的相互信頼を一段と深め、両岸同胞 ため 安定を図り、中華民族の偉大な復興を切り開くこ を心から希望する」 伝えた。これに対 同日中 馬英九は返電のなかで「引き続き両党 よって両岸関係の持続的な発展と繁栄を促進する」という を伝えた。このような共産党と国民党の党首同士の電報 相互往来は、一九四九年の中国と台湾の分断以来初めての出来事で り、 進展を象徴し いる。最近では、将来、政党交流 名目で馬英九総統が国民党党首とし 中国大陸を訪問する可能性さえも取り沙汰されている。本稿は、 実務協議の対話再開を踏まえて 一九 〇年代初頭から今日に至るまで 海峡両岸関係の進展の道筋を概観するとともに、両岸関係の今後の行方 ついても分析を行う。
●両岸トップ会談の歴史的経緯
中国と台湾が公式的な実務関係の交流を開始したのは一九九〇年
























出来事が、一九九五年六月の台湾の李登輝総統のコーネル大学同窓会への参加を名目とした米国訪問であった。これが中国側 強い反発を招き、両岸交流の窓口を通じた実務協議の対話は約二年半 わたって事実上停止状態へ 追い込まれた。 各レベルの実務協議も凍結されることになった。特に、台湾に 抗議の
の間には公式的な外交ルートが長年存在してこなかったものの、人的往来は徐々に進みつつあった。特に、一九八七年の台湾における戒厳令解除以降、台湾住民の親族訪問目的の中国大陸渡航に対する限定的許可を皮切りとして、一九九〇年には台湾からの商用目的の中国訪問も解禁された。それによって観光も含めて を訪問する台湾人も急激に増加したのである。ただし、人的往来が進んだとは言え、 人が台湾へ入境することは依然として厳しく制限されていた。
中国と台湾の間の人的往来が進むにつれて必然的に懸案も増加し
た。たとえば、一九九四年三月に 浙江省杭州市において台湾人観光客二四名が遊覧船上で海賊に襲撃 て殺害されるという千島湖事件が起こった。このように中国と台湾の間には、台湾人の中国大陸における安全確保や合法的権益保護問題をはじめとして、両岸の出入境に関する事務処理、ハイジャック犯や密航者等の犯罪者 送
還問題等をめぐる実務問題の早急な処理という様々な課題が浮上しつつあったのである。このような懸案事項が両岸関係における実務協議の進展を事実上後押ししたと言えよう。
その一方で、一九七九年の「台湾同胞に告げる書」の
発表以来、中国側は、統一交渉の途を切り開く とを望んできたため、台湾人の中国訪問には積極的に受け入れる姿勢を見せた。当時、両岸関係における実務協議の対話の開始について中国の江沢民国家主席（当時）は「海峡両岸関係の 展の歴史的第一歩であ 」と述べた。また、一九九五年一月には江沢民政権 初の台湾政策を示す八項目の提案（ 「江八点」 ）
②
が出された。このなかで








年一一月、汪道涵は注目すべき発言を行った すなわち、 「 （汪辜）会談の実現を非常に希望している。重要なのはどのような方式で、何を話し合うかだ。第一回会談で好ましい雰囲気が生まれたが、李登輝訪米で状況が悪化して両岸関係は冷却化した。 『一つの中国』の前提の下に、まず敵対状態を解消した後に両岸 直接三通を開始するのが人民の利益と希望にかなっている…（中略）…かつて鄧小平同士は『一つの中国』の原則のもとで何を話してもよい、 語ったが、このなかには国名、国旗問題も含まれる。 『一つの中国』とは中華人民共和国でもなければ、中華民国でもない。両岸の同胞が共に統一を成し遂げた中国である」
⑧
と述べた。 これは、 いわゆる 「一
個中国、各自表述」 （ 「一中各表」 ）の内容 共通す ものであっ 。これに関して言えば、一九九二年一〇月に海峡両岸 協会 海峡交流基金会が 翌年四月 両岸トップ汪辜会談 開催 向けて、香港において事務協議を行った際、台湾側から、両岸 話に臨むにあたって「 『一つの中国』の定義について 、中国 台湾それぞれに不同な点があることを互いに認知 べき ある」 （ 「一個中国、各自表述」 ）という提案がなされ
⑨
。これに対して、一一月に中国側
からの回答として「海峡両岸の事務的な協議においては、 『 つの中国』の政治的意味や定義の問題には踏み込ま 」という約束交わされたと言われて る
⑩
。これは「九二共通認識」とも呼ばれ、
中国と台湾の実務協議の対話の 礎となっている。汪道涵は両岸対話の再開の「呼び水 とし 、改め 「一中 表」を提起したとも言えよう。
一九九七年一一月、中国側は焦仁和・海峡交流基金会秘書長に対


















けられていたものの、実際には汪辜会談に加えて、北京においては釣魚台迎賓館で江沢民・中国共産党総書記や、統一問題担当の銭其琛副総理（当時）との間で会談が実施されたことから、結果的 は政治色な色彩を強く帯びることになった。中国側が「一つの中国」の原則に基づいて、統一交渉を含めた政治協議に踏み切ることを強く求めたのに対して、台湾側はあくまでも現状維持を優先させるとともに、実務協議の本格的な再開することを望んだため、双方の温度差が強く浮き彫りとなった。特に、銭其琛との会談では、当初の予想以上に政治的色彩が強くなった中国訪問に対して、辜振甫が言わば「巻き返し」を図るという意味合 もあってか、再三にわたって「中華民国の主権」を強調したため 会談は完全 平行線を辿る結果となった。
中国と台湾の間では第三回汪辜会談において、汪道涵が翌春に台
湾を訪問するという約束 交わされた。だが、間もなく中国側は次回の汪辜会談の位置づけを政治協議の場 すべきであるとしてその主張をひるがえした。一九九八年一二月、唐樹備・海峡両岸関係協会常務副会長が記者会見上、両岸対話の促進が必要であるとした上で、 「中国と台湾の間 政治協議、或いはそ 準備協議に進展があるまで、汪道涵 は台湾を訪問しない。現時点で重要なことは政治、経済協議に向けた準備を行うことである」
⑪
と強調したので








	 1994年	 3月	 中国において千島湖事件が発生、台湾人観光客多数殺害
《	1994年	 8月	 第２回唐焦会談（於：台北）》
	 1995年	 1月	 江沢民が「江八点」を提案
《	1995年	 1月	 第３回唐焦会談（於：北京）》
	 1995年	 4月	 李登輝が「李六点」を提案
《	1995年	 5月	 第４回唐焦会談（於：台北）》
	 1995年	 6月	 李登輝が米国コーネル大学訪問　→※両岸実務協議凍結
	 1995年	 7月	 中国が東シナ海公海上でミサイル発射訓練を実施（～8月）
	 1996年	 3月	 台湾において初の直接民選総統選挙で国民党の李登輝が当選
	 	 	 中国が台湾近海でミサイル発射訓練、人民解放軍が海・空軍軍事演習を実施
	 1997年	 2月	 中国の指導者鄧小平が死去
	 1997年	 7月	 香港返還
	 1997年	10月	 江沢民が訪米、クリントン米国大統領と会談
	 1998年	 3月	 ナイ元国防次官補が「三つのノー政策」を『ワシントン・ポスト』に寄稿
	 1998年	 6月	 クリントン大統領が中国を訪問、江沢民と会談、「三つのノー政策」を発表
《	1998年	10月	 第２回汪辜会談	（於：上海）》、辜振甫が江沢民、銭其琛と北京で会談
	 1999年	 7月	 李登輝総統が「二国論」を提起　→※両岸実務協議再凍結
	 2000年	 3月	 台湾における総統選挙で民進党の陳水扁が当選
	 2001年	 1月	 陳水扁政権が「小三通」を開始
	 2002年	 8月	 陳水扁総統が「一辺一国」を提起
	 2003年	 1月	 春節直行チャーター便が中国と台湾の間で初就航
	 2004年	 3月	 台湾における総統選挙で民進党の陳水扁が僅差で再当選
	 2005年	 3月	 中国が「反国家分裂法」を制定	













進党）の陳水扁政権が誕生したが、両岸交流は限定的に推移した。だが、二〇〇二年八月に陳水扁 提起した「中国 台湾は『一辺一国』 （それぞれ一つの国）である」という言葉に象徴されるように、独立志向の強い民進党政権下 おいては、中国と台湾の間の距離は容易に縮まることなかった。やがて、陳水扁 新憲法制定や国号改称の可能性をはじめとして、国家統一委員会や国家統 綱領 廃止等、自らの主権を強く打ち出す方針を次々と打ち出したため 両岸対話の再開はさらに遠 くことになったのである。これに対して二〇〇五年三月、中 は台湾の独立に「非平和的手段 を採ることを合法化するという内容 含む 「反国家分裂法」を制定して台湾を強く牽制したことから、両岸関係は冷却化の一途を辿った。
それでもなお、政権発足当初の陳水扁政権は中国との関係改善や
経済交流に着手する姿勢を見せた。たとえば、二〇〇 年 月には金門島、馬祖島地区と中国福建省との間で「小三通」が開始された。しかし、当初は台湾の同地区に半年以上居住して る住民に限定される等、極めて限定的なものにとどまった。 た、二〇〇三年一月には春節（旧正月）における直行チャーター便の初運航が実施さたことを皮切りにし 、徐々に直行便の便数が拡充され いった
⑬
。






のなかで選挙戦中に掲げてきた、 いわゆる「新三不政策」 （統一せず、独立せず、戦争せず）を掲げるとともに、在任中は両岸関係の現状維持をはかることを改めて明言した。さら 「九二共通認識」に基づいて両岸の対話再開を呼び掛け 平和協定の締結と和解休戦を目指すことを示した。
馬英九の正式な総統就任を前にして、四月一二日には蕭萬長・両
岸共同市場協会理事長・次期副総統）が、四月三〇日には連戦・国民党名誉主席が相次いで中国を訪問して胡錦涛と会談を行った。さらに、総統就任後の五月二六日には呉伯雄・国民党主席（当時）が中国を訪問した。同月二八日に北京の人民大会堂において共産党と国民党の現党首という立場で会談を行った胡錦涛と呉伯雄は、 「九二共通認識」に基づいて、凍結状態にあった海峡両岸関係協会 海峡交流基金会の協議を早期に再開することで一致 た。
五月二〇日の台湾における 総統就任を境にして、両岸関係
の人事改編も加速した。同月二六日には江丙坤・ 民党副主席が海峡交流基金会理事長に就任した。さらに、六 三日には、海峡両岸関係協会の理事会において、国務院台湾事務弁公室主任 陳雲林が新しい会長に選出されるととも その後任として、 外交部 委書記元駐日大使の王毅が就任したことが判明
やがて六月一二日には、北京において新たな中台トップ会談が陳
雲林・海峡両岸関係協会会長（前国務院台湾事務弁公室主任）と江丙坤・海峡交流基金 理事長（元国民党副主席）の新体制のもとで開催された（陳江会談） 。今日に至るまでに陳江会談は、二〇〇 年六月、二〇〇八年一一月、二〇〇九年四月の合計三回実施されてきた（二〇〇九年一二月一 現在） 。二〇〇九年の一二月下旬には台中において第四回目の会談が開催される予定であ 。各会談における主な合意内容は以下の通りである。◎第一回陳江会談（二 〇八年六 ・北京 ――①中台直行チャー
ター便の週末運行開始、②中国人観光客の台湾訪問解禁（一日
却化するなかで、新しい対中国路線を打ち出して巻き返しを図ろうとするといった党内事情が色濃く反映されることになった。さらに言えば、必ずしも台湾における総意や戦略もないままに、中国の懐に飛び込んでいく連戦の姿は、李登輝総統がかつて掲げた、中国との交流は「戒急用忍」 （急がず忍耐強く）の姿勢とは大きく異 り、さらながら中国に併呑されていく無防備な台湾といった危うい将来像とも重なり合った。しかし、同合意の内容そのものは、事実上その後の両岸関係の推移を方向づけ 一つの重要な指標 な 。連戦の訪中を契機として、その後、中国と の間に両岸経済貿易文化フォーラムが、二〇〇六年四月（第一回・北京） 一〇月（第二回・博鰲［ボアオ］ ） 、二〇〇七年四月（第三回 ・ 北京） 二〇〇八年一二月（第四回 ・上海） 、さらには、国民党が政権を奪還 た後 二〇〇九年七月（第五回・長沙）にも開催された。同フォーラムには数多くの経済人 有識者等が集められ、中国と台湾 接近 喧伝がなされるとともに、両岸経済交流の拡大 向けた協議 行われ なお、国民党政権掌握後は、トップ会談が事実上政府間協議として実施され、か 政党間等でも直接的な交流の機会が増加していることから、近年台湾においては 「ファースト ・ トラック」 の多元化が見られるなかで、 同フォーラムは「セカンド・トラック」としての役割を果たしつつある。
二〇〇八年五月に台湾において馬英九が台湾総統に就任した後、









構想に関わる、関税引き下げを軸とした両岸経済協力枠組協議（ＥＣＦＡ）の実現に向けての討議を模索中である。今後のＥＣＦＡの締結も視野 入れて 二〇〇九年七月には中国の対台湾直接投資を限定的に解禁した。同年一一月半ばには、金融分野 相互参入 向けた覚書（ＭＯＵ）の調印も実現した。ＥＣＦＡの推進をめぐる背景には、 「東アジア共同体」構想の実現 向けて経済統合 進みつつあるアジア太平洋地域の情勢が密接 関わっている。特に 二〇一〇年一月にはＡＳＥＡＮ６カ国と中国との間の関税の原則撤廃が決定しており、中国と台湾の間の貿易に対するマイナス影響の懸念から、ＥＣＦＡによって両岸貿易の関税引き下げを行おうとするも である。なお、第三回陳江会談後、次回 予定議題のなかにＥＣＦＡは入れられなかったが、二〇〇九年一一月のアジア太平洋経済協力会議（ＡＰＥＣ）首脳会談 おいては 胡錦涛と連戦の間でＥＣＦＡの締結に向けて年内に正式交渉に入ることで一応 ところ一致だが、交渉の進展の可能性は依然不透明である。●むすびに
近年、中国と台湾の実務協議が本格的に開始されたが、現在のと
ころは両岸の経済交流の拡大が主題となっている。これに関して、二〇〇九年五月一四日、中国国務院は台湾 面した福建省 「台湾海峡西岸経済区」という新しい経済特区を建設して、 の経済交
三〇〇〇人枠）等。
◎第二回陳江会談 （二〇〇八年一一月 ・ 台北） ――①中台直行チャー
ター便を全日運行に拡大 海運の拡大、②直接の郵便の往来開始、③食の安全問題等。
◎第三回陳江会談（二〇〇九年四月・南京）――①中台直行チャー



















































状維持」を望んでいる。行 院大陸委員 の調査 よれば、近年の中国と台湾の接近とはうらはら 、台湾の「現状維持」を望む住民が年々増える一方で、中国と 統一を希望する住民はむしろ減少傾向にある

。これは「三通」の解禁をはじめとして、ＥＣＦＡや平
和協定の実現のため 模索等 両岸交流の機会が増加して いるものの、台湾の人心は必ずしも中国大陸 方向を向いていないこと顕著に示している。ま 、二〇〇八年一〇月には海峡 関係 会の張銘清・副会長が学術交流 目的で台南を訪問した際、地元の民進党市議が率いる集団から暴行を受け、急遽帰国するという事件が起こった。さらに 同年一一月に 北で開催された第二回陳江会談においては、台北市中心街 会場周辺で会談開催 反対者 よる大規模な抗議運動が繰り広げられた。これらが示すように、両岸関係の進展 対する台湾における一部 民進党支持者層の反発は依然として根強いのである。
このような台湾側の情勢を踏まえて、馬英九政権が「現状維持」
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ための主要な方法は両岸の和平協定 締結である」という中国側独自の論理 飛躍が見られ のは興味深い

。これは両岸対話の方向
性を見極 るために、言わば 観測気球 的に発表されたものとるべきであるが、 「現状維持」について中国側が独自の解釈を見せ初めている傾向を示すも として注目される。今後 政治協議を躊躇する台湾に対して、 「国際空間」の拡大の限定的容認やミサイル削減の可能性

、ＥＣＦＡにおける台湾優遇措置等の様々な形での譲歩
を示した上で、中国側が平和協定 実現を目指して、統一交渉へ持ち込むためにさらな 攻勢 掛けてく こ もあり得る。
中国と台湾の対話再開によって、かつてのような一触即発の軍事
衝突といった危険性は低くなっている。だが、最近 新疆ウイグル自治区の動乱に対 て「平和的発展においても拳を堅く握り めていなければならない」

という言葉にも象徴されるように、国家分
裂の動きに対しては強い態度で臨むという中国政府の姿勢は依然として不変であるこ も事実である。中国 台湾 対話再開による華々しい友好演出の裏で、中国の台湾に対する統一攻勢はむしろ強まっていると言えよう。
（まつもと
　
はるか／アジア経済研究所東アジア研究グループ）
